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民生・運輸部門の削減率 

事業者の取組による削減 

新エネルギー導入目標 

省エネ判断基準の効果等 

 

 

省エネ行動の実践強化 

エコドライブ等の実践強化 

自然エネルギーの利用促進 

低燃費車等の普及促進等 
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温室効果ガス削減の試算
　以下の８ケースについて削減対策のケーススタディを行いました。

削 　 減 　 条 　 件

�（*）出典：総合エネルギー統計

単位：千 t-CO2

ケース１：アンケート調査結果や経団連環境自主行動目標、省エネ判断基準、廃棄物対策な
　　　　　ど削減の意思が表明されている対策の削減効果を算定。
　　　　　但し、新エネルギー導入率を0％とする。
ケース２：ケース１をベースに、新エネルギー導入率を2.34％とする。
　　　　　これは、沖縄県新エネルギービジョンの導入イメージに該当する。
ケース３：ケース１をベースに、新エネルギー導入率を5.08％とする。
　　　　　これは沖縄県新エネルギービジョン巻末の参考の案２に該当する。
ケース４：ケース１をベースに、新エネルギー導入率を11.06％とする。
　　　　　これは、沖縄県新エネルギービジョン巻末の参考の案１に該当する。
ケース５：ケース１をベースに、削減意思が表明されていない対策を追加。
　　　　　追加した内容は、自動車利用と民生部門におけるアンケート調査の実践率強化と、
　　　　　省エネ機器導入の前倒し等のオプション。
ケース６：ケース２をベースに、削減意思が表明されていない対策を追加。
　　　　　追加した内容は、自動車利用と民生部門におけるアンケート調査の実践率強化と
　　　　　省エネ機器導入の前倒し等のオプション。
ケース７：ケース３をベースに、削減意思が表明されていない対策を追加。
　　　　　追加した内容は、自動車利用と民生部門におけるアンケート調査の実践率強化と
　　　　　省エネ機器導入の前倒し等のオプション。
ケース８：ケース４をベースに、削減意思が表明されていない対策を追加。
　　　　　追加した内容は、自動車利用と民生部門におけるアンケート調査の実践率強化と
　　　　　省エネ機器導入の前倒し等のオプション。
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　ケーススタディーの結果と対策の実行可能性を検討して、ケース７の「2000年度比８％
減」を採用しました。
　「削減ケーススタディ」で採用したケースについて削減量の内訳を示すと次表のように
なります。削減主体（注）からみると、法令措置にもとづく削減効果が1,431.6千ｔ－CO2と
最も大きく、次いで事業者の取組による削減（950.1千ｔ－CO2）、行政主導による削減（503.2
千ｔ－CO2）県民の取組による削減（381.1千ｔ－CO2）となっています。
　一方、削減される部門をみると、民生業務系からの削減量が1,278.9千ｔ－CO2と最も大
きく、次いで民生家庭系（1,090.8千ｔ－CO2）、運輸部門（338.6千ｔ－CO2）、エネル
ギー転換部門（179.1千ｔ－CO2）、産業部門（167.5千ｔ－CO2）などとなっており、民
生部門からの削減量が全体の73％を占めています。

ケース１
ケース２
ケース３
ケース４
ケース５
ケース６
ケース７
ケース８

15,061
15,061
15,061
15,061
15,061
15,061
15,061
15,061

2010年度
予測排出量

2,419
2,598
2,808
3,267
2,876
3,055
3,266
3,725

2010年度予測排
出量からの削減量

12,642
12,463
12,253
11,794
12,185
12,006
11,795
11,336

2010年度
削減後排出量

12,840
12,840
12,840
12,840
12,840
12,840
12,840
12,840

2000年度
排出量

  2% 減
  3% 減
  5% 減
  8% 減
  5% 減
  7% 減
  8% 減
12% 減

2000年度比

　ケーススタディーの結果は次表のとおりとなりました。
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削減量の要約
単位：千t-CO2

部　門

エネルギー転換部門 0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

9.6

560.6

861.4

1,422.0

1,431.6

産　業　部　門

運　輸　部　門

工業プロセス

吸　収　源

その他温室効果ガス

廃　棄　物

合　　　計

民生部門

家 庭 系

業 務 系

部 門 計

法　令　措　置 行　政　主　導 事業者の取組 県民の取組 合　　計

0.0

0.0

0.0

0.0

503.2

33.2

45.1

109.4

142.9

172.7

315.6

179.1

4.3

15.7

137.3

950.1

0.0

122.4

152.6

94.0

244.8

338.8

0.0

0.0

8.4

12.2

381.1

0.0

0.0

67.1

293.3

0.0

293.3

179.1

4.3

24.1

149.5

3,266.0

33.2

167.5

338.6

1,090.8

1,278.9

2,369.7
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�注）削減主体とは

・法 令 措 置：「エネルギー使用の合理化に関する法律」の改正により義務付けられた自

　　　　　　　動車の燃費改善や家電製品の省エネ効率改善等による削減効果

・行 政 主 導：新エネルギー導入や森林の整備など、主として行政が主導することにより

　　　　　　　事業者や県民の取組を誘導する削減効果

・事業者の取組：事業者アンケートやヒヤリングにより得られた削減意思、削減計画等をも

　　　　　　　とに、今後の実践可能性や器具普及率、耐用年数等の条件から算定した削

　　　　　　　減効果

・県民の取組：県民アンケートにより得られた削減意思をもとに、今後の実践可能性や器

　　　　　　　具普及率、耐用年数等の条件から算定した削減効果
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　次図に示すようにケース７の削減対策を講じることにより、温室効果ガス排出量が

2010年度において2000年度比で８％削減されるものと推計されます。
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種別導入目標値 導 入 イ メ ー ジ 

太陽光発電（県民（住宅 

及び民間企業）） 

　　５万kW

３kWのシステムを16,700戸に導入。 

平成12年末時点での導入実績は約1,200kW。 

小中高校に30kWのシステムを48カ所、役場等に20kWのシステ 

ムを63カ所、県機関等に10kWのシステムを24カ所導入。 

平成12年末時点での導入実績は約250kW。 

750kW級の風車で87基導入。 

平成12年末時点での導入実績は約4,900kW。 

500kW級の風車で30基導入。 

平成12年末時点での導入実績は約4,685kW。 

太陽光発電（公共施設等） 

　　３千kW

風力発電（沖縄本島） 

　　６万５千kW

風力発電（沖縄本島以外） 

　　１万５千kW

注：風力発電の目標値については、年間需要量（kWh）／8,760（h）を平均的な需要（kW）として試算した。 
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